
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

名取市地域商業施設等復旧整備事業補助金 

令和６年度申請受付のご案内 

名取市では、東日本大震災により甚大な被害を受けた商業者の方々が、店舗等を復旧する

ために必要な費用の一部を補助します。 

補助対象者 

①卸売業、小売業、飲食業、サービス業などに従事 

②本市における施設（店舗、事務所等）の被害が全壊（流出）又は大規模半壊 

③下記の対象エリア区域内で施設及び設備を復旧し、事業を再開又は継続する者。 

ただし、以下の項目に該当となる者は除く。 

・中小機構による仮設施設に入居している者。（退去予定は可） 

・名取市水産業共同利用施設復興整備事業補助金を受けている者。 

・県や市と物件移転補償契約を締結し、かつ国・県が直接実施する東日本大震災において被災した

中小企業者に対する補助事業を受けていない場合。 

・市税を滞納している者。 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 項に規定する暴力団又は第 6 号に

規定する暴力団員である者。 

補助対象経費・補助額 

補助対象経費 補助率・限度額 

 施設の修復又は 

建替えに要する経費 
補助対象経費の２分の１以内に相当する額とし、２５０万円を限度とする。 

 

ただし、国・県が直接実施する東日本大震災において被災した中小企業者に対す

る補助事業と本事業が重複する場合は、補助対象経費から国・県補助金を差し引い

た額に補助率を乗じた額とする。 

設備の修復又は 

入替えに要する経費 

仮設からの引越し 

費用等に要する経費 

 

 

 

 

 

○次の項目全てに当てはまる中小企業者 

＜ご注意＞ 

補助金の申請ができるのは、要件を満たす方に限られます。 

なお、補助金の支払いは、施設・設備の復旧が完了し、工事代金等の支払いが終わった後

になります。 

◎注意 
・補助金の対象になるのは、「店舗等」の復旧（補修、立替、借上店舗の内装費）と、その店舗等の中に設置
する「設備」の復旧に要する経費です。（※借上経費は対象外です） 

・他の事業者に貸し出すための店舗等（貸店舗等）は対象になりません。 
・設備については、事業者の資産として計上するものに限ります。また、補助事業以外の用途にも使用可能
なものは対象となりません。 

 

対象エリア 

・閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業区域内 

・閖上東地区土地区画整理事業区域内 

・閖上地区かわまちづくり事業区域内 等 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜申請から交付までの流れ＞ 

   …事業者    …名取市 

 

① 申請書類の取得（ホームページ・商工観光課） 

↓ 

② 補助金交付申請（商工観光課で申請） 

    ↓ 

③ 申請書の審査 

    ↓ 

④ 補助金交付決定通知 

    ↓ 

⑤ 施設・設備の復旧 

    ↓ 

⑥ 実績報告書の提出 

    ↓ 

⑦ 実績報告書の審査 

    ↓ 

⑧ 補助金確定通知 

  ↓ 

⑨ 請求書提出 

    ↓ 

⑩ 補助金交付 

 

 

 

 

 

＜提出書類＞ 

・地域商業施設等復旧整備事業補助金交付申請書 

・地域商業施設等復旧整備事業計画書 

・り災証明書等施設のり災の程度を証明する書類 

・復旧先施設の位置図、配置図、平面図 

・施設、設備の復旧及び仮設からの引越し費用に要

する経費の内訳が確認できる書類（見積書、売買

契約書、工事請負契約書の写し等） 

・施設全体の延べ床面積に対する補助対象事業に 

供する部分の延べ床面積の割合が確認できる書 

類（復旧する施設に補助対象事業に供しない部 

分が含まれる場合に限る。） 

・法人登記事項証明書（現在事項全部証明書） 

（申請者が個人の場合は、住民票抄本の写し） 

・市税納税証明書 

・暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 

・中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業補

助金の交付申請書の写し及び添付書類又は宮城

県が実施する震災における施設設備関連の復旧

に係る補助金の交付申請書及び添付書類の写し

（国県補助事業を活用する場合に限る。） 

・中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業補

助金の交付決定通知書の写し又は宮城県が実施

する震災における施設設備関連の復旧に係る補

助金の交付決定通知書の写し（国県補助事業を活

用する場合に限る。） 

・物件移転補償契約書の写し（県や市と物件移転補

償契約を結んでいる場合に限る） 

・前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認め 

る書類 

復
旧
事
業

業
準
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【問い合わせ先】 

名取市 生活経済部 商工観光課 商工振興・雇用促進係 

電話：022-724-7150（直通） FAX：022-384-4150  


